
離島地域の事業者の設備投資を応援する

離島振興のための国税・地方税の優遇措置について



離島地域は、四方を海等で囲まれた特徴的な地理的条

件から、古くから漁業や海上輸送などの拠点として発展

してきました。また、それぞれの離島で独自の自然環境

や文化を形成しています。離島地域には、このような豊

富な地域資源を活かした優れた特産品が存在します。

一方、離島地域には、本土と海等で隔絶されているな

どの厳しい条件から、主要交通機関へのアクセスが容易

でない、人口の流出に悩まされているなどの課題があり

ます。

このような課題に離島地域が打ち克つには、地域活性

化の核となる産業の振興を図ることが非常に重要です。

そのため、国や地方公共団体は、離島振興法等に基づき、

国税と地方税の優遇措置（離島税制）を導入し、法人税

や固定資産税などの負担軽減を図り、離島地域内の事業

者の皆様の積極的な設備投資を後押ししています。

はじめに
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【離島振興対策実施地域 概略図】



１ 「離島税制」とは

離島地域の事業者の積極的な設備投資を応援する税制優遇措置です

「離島税制」は、離島振興法第４条に基づき都道県が策定する「離島振興計画」に産業振興促

進事項を記載している場合に適用※される、国税と地方税の優遇措置です。

「離島税制」を活用することで、製造業、旅館業、農林水産物等販売業及び情報サービス業等

の事業者は、機械・装置、建物・附属設備及び構築物の取得、建設、改修などを行う場合に、５

年間の割増償却（国税（法人税・所得税）の優遇措置）が適用されるほか、地域によっては固定

資産税など地方税の優遇を受けることができます。

事業に伴う様々なニーズに合わせて活用いただけます

■ 最新の製造設備を導入して生産性を高めたい

■ こだわりの特産品をブランド化したい

離島税制は、製造精度の向上や、生産の効率化、老朽設備の更新などに

対応する最新設備の導入などの場面で広く活用いただけます。

離島地域は、全国トップレベルのブランド力を発揮する農林水産物や地

酒など特産品の宝庫です。離島税制は、このような特産品の販売拡大に欠

かせない冷蔵・冷凍設備などの導入に広く活用いただけます。

■ 来島者に離島の魅力を満喫してほしい

離島税制は、建物や附属設備、構築物を建設・改修などした場合に広く

活用いただけます。地元の地域資源を活かした旅館やホテルの建設・改修

や、施設内の設備の刷新などにお役立ていただけます。

２

※過疎地域持続的発展市町村計画において産業振興促進事項に記載された区域は対象外となります。



２ 「離島税制」活用のメリット

幅広い業種と設備投資に適用されます

対象業種 対象設備

■ 製造業

■ 旅館業

■ 農林水産物等販売業

■ 情報サービス業等

■ 機械・装置

■ 建物・附属設備、構築物

製造業、旅館業、農林水産物等販売業及び情報サービス業等の事業者が、機械・装置、建物・

附属設備及び構築物の取得、建設、改修等を行う場合に適用を受けることができます（注）。

最小500万円の設備投資からご利用頂けます

製造業と旅館業については事業者の資本金の規模に応じて、農林水産物等販売業と情報サービ

ス業等については資本金の規模に関わらず、最小で500万円の設備投資から適用を受けることが

できます（注） 。

（注）国税優遇措置の場合。地方税優遇措置についてはその離島を所管する都道県・市町村にお問い合わせください。

（注）国税優遇措置の場合。地方税優遇措置についてはその離島を所管する都道県・市町村にお問い合わせください。

優遇措置の適用により税負担が軽減されます

国税の優遇措置については、取得価額の一定割合に相当する額を、当該事業年度より５年間、

割増して減価償却（割増償却）できます。割増償却することで、適用期間中の法人税の負担額が

軽減（繰り延べ）されます。

また、地域によっては法人事業税、固定資産税、不動産取得税の優遇措置を導入している自治

体があります。詳しくは最寄りの都道県・市町村の担当課にお問い合わせください。

３
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（単位：万円）

事業者の規模
（資本金）

5,000万円以下
（又は一定規模※２の個人事業主）

5,000万円超
1億円以下

1億円超

対象
機械・装置、建物・附属
設備、構築物に係る取得等

機械・装置、建物・附属設備、
構築物に係る新増設

取
得
価
額

製造業・旅館業 500万円以上 1,000万円以上 2,000万円以上

農林水産物等販売業・
情報サービス業等

500万円以上

償却限度額
機械・装置：普通償却限度額の32％

建物・附属設備、構築物：普通償却限度額の48％

適用期間 ５年間

■ 国税優遇措置の対象業種、取得価額等の要件
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■ 割増償却を行った場合の減価償却額と法人税額

・償却前の課税所得額は５，０００万円 ・取得価額１億円、法定耐用年数１０年の機械を定率法により償却

■普通償却の場合の償却額 ■割増償却の場合の償却額

通常より多くの額を
費用に計上できる！

■普通償却の場合の税額 ■割増償却の場合の税額

適用期間中の
税負担が軽減！

離島振興計画において、産業振興促進事項に記載された区域内※で、事業者が対象の設備の取得、建設、

改修等を行った場合、５年間の割増償却を行うことができます。割増償却することで、適用期間中の所得

税または法人税負担が軽減（繰り延べ）され、より多くの資金を手元に確保することができます。

３ 国税の優遇措置について

４

※１ 補助金を活用して設備を取得等した場合、当該補助金の額を差し引いた金額が対象。
※２ 常時使用する従業員の数が1,000人以下

※１

※過疎地域持続的発展市町村計画において産業振興促進事項に記載された区域は対象外となります。



■ 対象となる業種

製造業

食料品製造業、木材・木製品製造業、繊維製造業、金属製品

製造業、生産用機械器具製造業、輸送用機械器具製造業 等

【メモ】例えば、ノリの抄き上げ、シラスのボイルなどの水産加工

を行っている事業者（漁協含む）も対象になります。

旅館業

ホテル営業、旅館営業 等

【メモ】民宿のほか、いわゆるゲストハウスも対象になります。

農畜産物・水産物卸売業、食料・飲料卸売業、野菜・果実小売業、

食肉小売業、鮮魚小売業、酒小売業 等

【メモ】例えば、直売所を設置した農協や漁協も対象になります。

農林水産物等販売業

情報サービス業、有線放送業、インターネット附随サービス業、

コールセンター業 等

【メモ】例えば、行政が後押しして島にサテライトオフィスを新設し

たIT事業者も対象になります。

情報サービス業等

※ 対象業種・対象設備の詳細は、最寄りの税務署にご確認ください。

■ 対象となる設備

機械・装置 建物・附属設備

設備の取得、建設、改修などを行う場合に適用が受けられます

５

＜具体例＞
・食品、金属製品、電気
機器、その他の製造設備

・酒類の醸造設備
・発電（太陽光ほか）設備
・機械式立体駐車場 等

構築物

＜具体例＞
・事務所、店舗、工場、倉庫
・照明、水道、ガス、空調設備
・昇降機設備
・消火・排煙設備、火災報知器
・格納式避難設備 等

＜具体例＞
・塀、防壁
・貯水用タンク
・アンテナ
・青空駐車場の舗装路面
・アスファルト敷の舗装路 等



４ 地方税の優遇措置について

離島振興計画において、産業振興促進事項に記載された区域内で、事業者が対象の設備を新設

または増設した場合に、都道県または市町村によっては、国の財政支援（減収補填）を受けて、

事業税、不動産取得税、固定資産税の税率を優遇する措置をとっている場合があります。詳しく

はその離島を所管する都道県・市町村の離島振興担当課にお問い合わせください。

事業者の規模
（資本金）

5,000万円以下
5,000万円超
1億円以下

1億円超

対象 機械・装置、建物・附属設備等に係る新増設

取
得
価
額
※

製造業・旅館業 500万円以上 1,000万円以上 2,000万円以上

農林水産物等販売業・
情報サービス業等

500万円以上

■ 国の財政支援の対象となる地方税優遇措置の対象業種、取得価額等

■ 地方税優遇措置の例（笠岡市による固定資産税の特例措置）

離島振興対策実施地域における固定資産税の課税の特例に関する条例

対象設備 家屋及び償却資産並びに当該家屋の敷地である土地

特例内容
当該固定資産税を最初に課税すべきこととなる年度以降３箇年度に

限り、固定資産税の課税を免除する。

（注）条例の内容を簡略化して記載しています。具体的な要件等は当該地方公共団体にお問い合わせください。

６

※ 補助金を活用して設備を取得等した場合、当該補助金の額を差し引いた金額が対象。

※過疎地域持続的発展市町村計画において産業振興促進事項に記載された区域は対象外となります。



５ 「離島税制」活用事例

７

業種 製造業（酒造）

取得件数 ２件（建物１件、機械１件）

取得等の価額 6,200万円

設備投資の概要

酒造場が手狭になったため、新たな建物を借受け、酒蔵と
して改修し、清酒製造に使用する機器を取得した。離島税制
については、国税の優遇措置及び地方税の優遇措置を活用し
た。

事業者の声

大規模な設備投資を行い、少しでも経費を節約したかった
ので様々な制度を調べた結果、この制度がちょうどよかった
ため利用した。やはり、国税の優遇措置（割増償却）と地方
税の優遇措置（固定資産税の免除）のおかげで、設備投資の
後に少しでも多く手元にお金を残せるのはありがたい。

業種 旅館業

取得件数 ３件（建物１件、附属設備１件、構築物１件）

取得等の価額 ３億3,200万円

設備投資の概要
島の観光の活性化に対応するため、東京の企業が離島での

新たなホテル事業へ参入した。離島税制については、国税の
優遇措置及び地方税の優遇措置を活用した。

事業者の声

顧問税理士からの紹介でこの制度を知った。法人税の繰延
べができるため、その分、手元に資金を残すことができて良
かった。また、地方税の優遇措置（固定資産税の免除）のお
かげで節税ができた。

業種 農林水産物等販売業（養豚業）

取得件数 ３件（建物３件）

取得等の価額 4,400万円

設備投資の概要
既存の施設では手狭になったため、新たな豚舎等を建設し

た。離島税制については、国税の優遇措置（割増償却）を活
用した。

事業者の声

この制度を利用することで、税金額をおさえることができ
た。特に設備投資をした後には、手元に残る資金が減ってし
まうので、課税の繰延べをすることで、手元に残る資金が少
しでも多くなるのがうれしい。



６ 「離島税制」ご利用の手続き

７ 「離島税制」相談窓口

国税に関する手続き

国税の優遇措置の適用を受けるためには、市町村から、租税特別措置法の適用の前提である離島

振興計画の「産業振興促進事項」に適合している旨の確認を受け、税務署に必要書類を提出する必

要があります。

地方税に関する手続き

国税に関すること

■ 最寄りの税務署

■ 市町村の担当部署 ※確認書の提出関係等

■ 国税庁タックスアンサー（よくある質問）

https://www.nta.go.jp/taxes/shirab

eru/taxanswer/index2.htm

地方税に関すること

■ 市町村の税窓口

■ 都道県の税事務所

確認申請書の提出 適合性の確認 税務署へ提出 優遇措置の適用

市町村が計画に適合してい

る旨確認したことを証する

書類及び税務申告書類を税

務署に提出。

確認申請書に必要事項を記

入し、市町村の窓口に提出。

（様式は市町村が発行）

確認申請書の内容が、離島

振興計画の「産業振興促進

事項」に適合しているかを

市町村が確認。

地方税の優遇措置の適用を受けるためには、都道県又は市町村に課税免除又は不均一課税を申請

する必要があります。詳しくはその離島を所管する都道県又は市町村にお問い合わせください。

8

http://#


参考「離島税制(国税)」確認申請書/確認書 様式例

9

・国税の優遇措置の適用対象であることを市町村から確認を受けるための申請書の様式例です。

・市町村から交付された確認書は、税務申告書類とともに税務署に提出する必要があります。

・実際の様式は市町村により異なります。詳しくは市町村の担当部署にお問い合わせください。


